
 
 

 

平成 22 年度業務実績評価の具体的取組について（案） 

 

 

平成 23 年○月○日 

政策評価・独立行政法人評価委員会 

独立行政法人評価分科会 

 

 

平成 22 年度における独立行政法人（以下「法人」という。）の業務の実績に

関する二次評価については、「独立行政法人の業務の実績に関する評価の視点」

（平成 21 年３月 30 日政策評価・独立行政法人評価委員会。以下「当委員会」

という。）に沿って行うこととするが、東日本大震災の発生に伴う被災者支援や

復旧・復興対応の状況を踏まえ、具体的な取組に当たっては、二次評価を効果

的・効率的に行うものとし、特に留意すべき事項等については、以下によるも

のとする。 

 

１ 保有資産の管理・運用等 

 平成 21 年度業務実績評価における指摘事項のフォローアップに際して、法

人における以下の取組についての適切性についての評価に、特に留意する。 

● 二次評価意見の中で明らかにした利用率が低調な施設等について、勧告 

の方向性（平成 22 年 11 月 26 日関係府省あて通知）又は「独立行政法人の

事務事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）で示された

廃止、国庫納付、共用化等の方針に沿った法人における取組 

● 実施許諾に至っていない特許権等に関する見直し状況が必ずしも明らか

でない法人について、特許等の保有の必要性についての検討状況や、検討の

結果、知的財産の整理等を行うことになった場合の取組状況や進捗状況等を

踏まえた法人における特許権等に関する見直し 

 

２ 内部統制 

２－１ 平成21年度業務実績評価における指摘事項のフォローアップに際して、

法人における以下の取組についての評価に、特に留意する。また、その評価

に当たっては、各法人は、二次評価意見への対応・取組を業務実績報告書等

で明らかにし、府省評価委員会はこれを基に評価を行い、府省評価委員会と

しての見解を明らかにしているかに留意する。 

● 法人の長は、組織にとって重要な情報等について適時的確に把握すると 

ともに法人のミッション等を役職員に周知徹底しているか。 

資料２－１ 



 
 

● 法人のミッションや中期目標の達成を阻害する要因（リスク）の洗い出 

しを行い、組織全体として取組むべき重要なリスクの把握・対応を行ってい 

るか。その際、目標・計画の未達成項目（業務）についての未達成要因の把 

握・分析・対応等に着目しているか。 

２－２ 内部統制の充実・強化に向けた、府省評価委員会及び法人における積 

極的な取組について注視する。 

 

３ その他 

 以上のほか、次の取組についての評価に、特に留意する。 

● 当委員会が主務大臣に通知した勧告の方向性のうち、平成 22 年度におい 

て取り組むこととされている事項についての法人の取組状況 

● 上記「保有資産の管理・運用等」及び「内部統制」以外の平成 21 年度業 

務実績評価における指摘事項への対応状況 

 

  


